別紙様式１号（先進的な林業機械等整備）
番　　　　　号
　　年　　月　　日
新潟県知事　　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　


　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な
林業機械等整備）着手報告書


標記事業について、下記のとおり着手したので報告します。

記

	林業機械名
	

	事業種目
	

	施行箇所
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	

	契約方法
	

	実施設計額
（予定価格）
	




添付書類
  入札の公告など着手したことが分かるもの









別紙様式２号（先進的な林業機械等整備）
番　　　　　号
　　年　　月　　日
新潟県知事　　　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　


　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な林業
機械等整備）完了報告書


　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付金の交付決定のあった標記事業について、下記のとおり完了したので報告します。

記

	林業機械名
	

	事業種目
	

	施行箇所
	

	着手年月日
	

	完了年月日
	

	施行内容
	契約者氏名
（会社名等）
	住所
代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	契約内容
	

	契約方法
	



添付書類
  整備した先進的な林業機械等の写真、事業実施主体の検査調書の写し
「環境負担低減チェックシート（林業事業者等向け）」又は「環境負担低減チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）」











別紙様式３号（先進的な林業機械等整備）
番　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　


合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な林業機械
等整備）によって取得した機械施設等の財産処分承認申請書


　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な林業機械等整備）によって取得した機械施設等について、下記のとおり処分したいので、承認されたく申請します。

記

　１　事業主体

　２　処分しようとする理由

　３　処分の内容
（１）	取得機械施設
	


	取　得
年月日
	事業種目

	事業内容
	事業費

	交付金額

	



	
	
	
	工種・施設区分
	構造又は規格
	数　量
	
	
	

	
	

	

	

	

	

	

	

	



（２）	処分計画施設
	


	処分
内容
	処分予定
年月日
	処分の
相手方
	事業内容
	事業費

	処分価格

	



	
	
	
	
	工種・施設区分
	構造又は規格
	数　量
	
	
	

	
	

	

	

	

	

	

	

	

	


　
（３）代替施設計画（代替施設がある場合記入）
	設置
年月日
	事業実施主体

	事業内容
	事業費

	備考


	
	
	工種・施設区分
	構造又は規格
	数　量
	
	

	

	

	

	

	

	

	



（注）処分内容は、更新、用途変更、譲渡、貸付、担保等に分けて記載すること。


別紙様式４号（先進的な林業機械等整備）
番　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様
申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　


合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な林業機械
等整備）によって取得した機械施設等の管理主体の変更承認申請書


　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な林業機械等整備）によって取得した機械施設等の管理主体を変更したいので、承認されたく申請します。

記

　１　管理主体の変更を必要とする理由

２　承認申請にかかる機械施設等の概要
（１）	事業種目
（２）	機械施設の所在地
（３）	構造及び規模
（４）	事業費
（５）	県交付金額
（６）	機械施設等の効果

３　承認申請に係る事項
（１）	変更しようとする管理主体の名称とその業務等の内容
（２）	変更しようとする時期
（３）	変更後における管理・利用の方法、利用計画
（４）	その他必要な事項

４　変更前の利用実績

５　添付資料
（１）	変更前の管理規定等
（２）	変更後の管理主体が行う予定の管理規定等



別紙様式５号（先進的な林業機械等整備）
番　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　　様
申　請　者
住　　　所
氏名（名称）　　　　　　　


合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な林業機械
等整備）によって取得した機械施設等の被災報告について


　　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（先進的な林業機械等整備）によって取得した機械施設等が下記のとおり被災したので報告します。

記

１　被災した機械施設等の概要
（１）	事業種目
（２）	事業実施主体名
（３）	機械施設の所在地
（４）	構造及び規模
（５）	事業費
（６）	取得年月日

２　被災の概要
（１）	被災の原因
（２）	被災の程度

３　復旧計画
（１）	応急措置
（２）	復旧計画
ア　復旧見込額
イ　復旧時期

　４　添付資料
（１）	図面
（２）	被災状況写真


別添様式
	




　　年度


合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業
（先進的な林業機械等整備）計画書

　　　　　　　　　メニュー：
　　　　　　　　　事業種目：








事業実施主体名


  　年　　月　　日











事業計画
[bookmark: _Hlk125733065]　１　方針
	
課題解決のための方針と個別指標との関係を記載






[bookmark: _Hlk125733048]２　計画内容
	事業実施主体
	実施市町村
	事業内容
	事業費（円）
	単価（円）
	費用対効果B/C

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	



３　個別指標
	指標
	現状値
（　　年度～　年度の平均）
	目標値
	備考

	
	
	１年目（　　年度）
	２年目（　　年度）
	３年目（　　年度）
	

	（例）素材生産量（㎥）
	
	
	
	
	


	
	うち：主伐
　　：間伐
	
	
	
	
	

	
	うち：スギ
	
	
	
	
	

	（例）素材生産性（㎥/人日）
	
	
	
	
	


	
	うち：主伐
　　：間伐
	
	
	
	
	



　４　収支計画
	区分
	現状値（　　 年度）
	事業完了年度（　　年度）
	１年目（　　年度）
	２年目（　　年度）
	３年目（　　年度）

	収入（円）①
	
	
	
	
	

	支出（円）②
	
	
	
	
	

	利益（円）①-②
	
	
	
	
	



（注）１　個別指標については次のとおり記載すること。
(1)国要領別表３の該当するメニューから記載すること。なお、素材生産量及び生産性は、主伐と利用間伐に係る生産量及び生産性を記載すること。
(2)現状値は過去３か年の平均値とし、対象とした年度と平均値を記載すること。
(3)目標値は事業完了の翌年度から起算して３年後の値とし、目標年度と目標値を記載すること。
(4)国交付要綱別表のⅡの３の事業を実施する場合は備考欄に、素材生産を実施するスギ人工林伐採重点区域を記載すること。
      ２　収支計画については、導入した林業機械による素材生産事業等に係る収支計画を記載すること。
３　変更計画書の場合は、上段：変更前　下段：変更後として記載すること。



添付資料
(1) 導入機械等の必要性（現状と新システム体系の比較、現状の課題　等）
(2) 年度別素材生産計画量の根拠（施業実施予定地、予定面積、施業種、伐採量　等）
　(3) 年度別生産性計画値の根拠（導入機械等の能力、労務計画、生産システムの効率化、機械
稼働計画　等）
(4) 計画主体、事業実施主体及び関係者との連携・協力体制、供給先との協定等
(5) 費用対効果分析結果報告書とその算定に係る実績数値等の根拠
(6) 保有機械等の一覧（導入年月日、耐用年数、メーカー等）及び過去の補助事業等導入状況
(7) 機種選定理由（メーカー、型式、装備等の仕様　等）
(8) 資金調達計画及び収支計画（５ヶ年分程度）
(9) 導入スケジュール及び整備後の管理運営規程
(10）事業費算定根拠としての見積書（付帯設備等がある場合はその必要性）
(11）リース、レンタルとのコスト比較
(12) 関連する森林経営計画書の写し
(13) 選定経営体認定書写し、組織規約、定款、履歴事項全部証明書写し
(14) 事業実施主体の経営状態（直近の決算書３期分）、森林整備事業及び主伐事業と請負工事
の状況
(15) 機械保管場所に係る図面、位置図及び保管場所（施設・土地）所有状況
(16) 融資を利用する場合は、その融資に係る資料と金融機関名
(17) 事業導入を決定した臨時総会、役員会等の議事録写し
(18)「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：【林業】）（【事業者向け】又は【事業者団体向け】）チェックシート」
(19)「環境負担低減チェックシート（林業事業者等向け）」又は「環境負担低減チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）」
(20) その他必要な書類

	事業実施主体の消費税等納税対応状況確認表

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
事業実施主体

	確　認
	交付金


	消費税報告


	
	該当する
	
	

	
	欄に○
	
	

	課税業者

	市町村等、簡易課税業者、免税業者以外の事業者
	　

	税抜

	不要


	市町村等



	地方公共団体又は消費税法第60条第４項に該当する人格のない社団等が事業実施主体であるもの
	　



	税込



	不要




	簡易課税業者



	消費税法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した事業者

	　



	税込



	※




	免税業者



	消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者


	　



	税込



	※




	
	
	
	
	

	※　実績報告後、消費税の申告により仕入税額控除の対象となる消費税相当額が明らかになる場合には、県交付金交付要綱に定める報告が必要。




